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議 案 目 録 

 

議案第 １ 号  明石市一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例制定のこと 

〃 第 ２ 号  明石市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の

基盤強化に関する法律第９条第１項の規定に基づく準則

を定める条例制定のこと 

〃 第 ３ 号  明石市個人番号の利用に関する条例及び明石市個人情報

保護法施行条例の一部を改正する条例制定のこと 

〃 第 ４ 号  明石市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の

一部を改正する条例制定のこと 

〃 第 ５ 号  特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例制定のこと 

〃 第 ６ 号  明石市建設関係手数料徴収条例の一部を改正する条例制

定のこと 

〃 第 ７ 号  明石市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定のこと 

〃 第 ８ 号  明石市消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の

一部を改正する条例制定のこと 

〃 第 ９ 号  令和６年度明石市一般会計補正予算（第８号） 

〃 第 １ ０ 号  令和６年度明石市葬祭事業特別会計補正予算（第１号） 

〃 第 １ １ 号  令和６年度明石市国民健康保険事業特別会計補正予算あ

（第１号） 

〃 第 １ ２ 号  令和６年度明石市公共用地取得事業特別会計補正予算あ

（第１号） 

〃 第 １ ３ 号  令和６年度明石市介護保険事業特別会計補正予算（第１

号） 

〃 第 １ ４ 号  令和６年度明石市後期高齢者医療事業特別会計補正予算

（第１号） 

〃 第 １ ５ 号  令和６年度明石市水道事業会計補正予算（第２号） 

〃 第 １ ６ 号  令和６年度明石市下水道事業会計補正予算（第２号） 

〃 第 １ ７ 号  物品取得について追認のこと 

〃 第 １ ８ 号  明石市立市民会館、明石市立西部市民会館及び明石市立

中崎公会堂に係る指定管理者の指定のこと 



〃 第 １ ９ 号  包括外部監査契約のこと 

〃 第 ２ ０ 号  市道路線認定のこと 

〃 第 ２ １ 号  令和７年度明石市一般会計予算 

〃 第 ２ ２ 号  令和７年度明石市葬祭事業特別会計予算 

〃 第 ２ ３ 号  令和７年度明石市国民健康保険事業特別会計予算 

〃 第 ２ ４ 号  令和７年度明石市財産区特別会計予算 

〃 第 ２ ５ 号  令和７年度明石市公共用地取得事業特別会計予算 

〃 第 ２ ６ 号  令和７年度明石市石ヶ谷墓園整備事業特別会計予算 

〃 第 ２ ７ 号  令和７年度明石市地方卸売市場事業特別会計予算 

〃 第 ２ ８ 号  令和７年度明石市介護保険事業特別会計予算 

〃 第 ２ ９ 号  令和７年度明石市土地区画整理事業清算金特別会計予算 

〃 第 ３ ０ 号  令和７年度明石市後期高齢者医療事業特別会計予算 

〃 第 ３ １ 号  令和７年度明石市病院事業債管理特別会計予算 

〃 第 ３ ２ 号  令和７年度明石市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会

計予算 

〃 第 ３ ３ 号  令和７年度明石市水道事業会計予算 

〃 第 ３ ４ 号  令和７年度明石市下水道事業会計予算 

報告第 １ 号  訴えの提起専決処分につき報告のこと 

〃 第 ２ 号  訴えの提起専決処分につき報告のこと 

〃 第 ３ 号  損害賠償額決定専決処分につき報告のこと 

〃 第 ４ 号  損害賠償額決定専決処分につき報告のこと 
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議案第 １ 号 
明石市一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例制定のこと 

１ 要  旨 

児童福祉法の一部改正により児童相談所設置市が定めることとされた一

時保護施設の設備及び運営に関する基準を定めることにつき、新たに条例

を制定しようとするもの。 

 

２ 条例で定める基準 

  基準省令に準拠し、次に掲げる事項について定める。 

  (１) 一時保護施設の一般原則 

  (２) 一時保護施設に必要な設備に関する基準 

  (３) 職員の職種、資格及び員数に関する基準 

  (４) 一時保護施設の運営に関する基準 

 

 ３ 施行期日 

   令和７年４月１日 
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議案第 ２ 号 

明石市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の

基盤強化に関する法律第９条第１項の規定に基づく準則

を定める条例制定のこと 

１ 要  旨 

   南二見人工島内の特定工場に係る緑地面積率及び環境施設面積率に関す

る基準について、工場立地法に基づく基準に代えて適用すべき本市独自の

基準を定めることにつき、新たに条例を制定しようとするもの。 

 

２ 内  容 

  二見町南二見の人工島の区域内に存する特定工場（敷地面積 9,000 ㎡以

上又は建築面積 3,000 ㎡以上の製造業等の工場等）の敷地面積に対する緑

地面積率及び環境施設面積率を次のとおり定める。 

 条例制定後の基準 現行基準 

緑地面積率 
１００分の１以上 

１００分の５以上 

環境施設面積率 １００分の１０以上 

 

３ 施行期日 

   令和７年４月１日 
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議案第 ３ 号 
明石市個人番号の利用に関する条例及び明石市個人情報

保護法施行条例の一部を改正する条例制定のこと 

１ 要  旨 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（以下「法」という。）の一部改正に伴う規定の整備を図ろうとするも

の。 

 

２ 内  容 

  (１) 改正する条例 

   ア 明石市個人番号の利用に関する条例 

   イ 明石市個人情報保護法施行条例 

  (２) 独自利用事務の廃止 

     法の一部改正に伴い、生活に困窮する外国人に対して行う生活保護

法の取扱いに準じた保護の措置に関する事務が、準法定事務として個

人番号利用事務に位置づけられたことから、条例で定める独自利用事

務から当該事務を除く。 

  (３) 法の一部改正に伴う規定の整備 

 

３ 施行期日 

   令和７年４月１日。ただし、２の(２)は、令和７年７月１日 
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議案第 ４ 号 
明石市職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の

一部を改正する条例制定のこと 

１ 要  旨 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律の一部改正に伴い、国家公務員の取扱いに準じて、職員の仕事と育児・

介護の両立に資する環境を整備しようとするもの。 

 

 ２ 内  容 

  (１) 時間外勤務の制限の対象となる職員の範囲を次のとおり拡大する。 

（現行） ３歳に満たない子のある職員 

（改正） 小学校就学の始期に達するまでの子のある職員 

(２) 子に係る看護休暇の取得事由を次のとおり拡大する。 

 改正 現行 

学級閉鎖に伴う子の世話 ○ × 

入学式等の行事参加 ○ × 

（参考）負傷又は病気の子の世話 ○ ○ 

(３) 職員の介護休暇等に係る制度の普及促進、相談体制の整備等を行う。 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日 
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議案第 ５ 号 
特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例制定のこと 

１ 要  旨 

兵庫県の学校医及び学校歯科医の報酬の取扱いに準じて、本市の学校医

及び学校歯科医の報酬の上限額の改定を行おうとするもの。 

 

２ 内  容 

学校医及び学校歯科医の報酬の上限額（年額）を引き上げる。 

（現行） １校（園）当たりの年額（２５２，０００円）に、幼児、児

童又は生徒１名につき年額４８４円（特別支援学校にあっては

８０４円）を加算した額 

（改正） １校（園）当たりの年額（２５２，０００円）に、幼児、児

童又は生徒１名につき年額４８９円（特別支援学校にあっては

８１２円）を加算した額 

 

 ３ 施行期日 

令和７年４月１日 
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議案第 ６ 号 
明石市建設関係手数料徴収条例の一部を改正する条例制

定のこと 

１ 要  旨 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（以下「省エネ法」

という。）及び宅地造成等規制法の一部改正により新たに創設された事務に

係る手数料を新設するほか、所要の整備を図ろうとするもの。 

 

２ 内  容 

(１) 省エネ法の改正により、原則すべての建築物の建築について、建築

物エネルギー消費性能基準への適合が義務付けられたことに伴い、当該

基準の適合性に対する審査手数料を新設する。 

(２) 宅地造成等規制法の改正に伴い、次のとおり手数料を改定する。 

ア 特定盛土等＊１及び土石の堆積＊２に関する工事の許可申請に対す

る審査手数料の新設 

イ その他宅地造成等規制法の改正に伴う手数料の改定 

＊１ 宅地等において行う盛土等で、隣接する土地において災害を発生させる

おそれが大きいもの 

＊２ 宅地等において行う土石の堆積で、一定期間の経過後に除却するもの 

(３) その他関係法令の改正に伴う所要の整備 

 

３ 施行期日 

令和７年４月１日。ただし、２の(２)は、令和７年５月２６日 
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議案第 ７ 号 明石市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定のこと 

１ 要  旨 

国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、保険料率等を引き上げる

ほか、国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、基礎賦課限度額及び後期

高齢者支援金等賦課限度額の引き上げを行うとともに、低所得者に対する

保険料軽減措置に係る所得判定の基準を緩和しようとするもの。 

 

２ 内  容 

(１) 保険料率等を次のとおり引き上げる。 

区 分 改 正 現 行 

基礎賦課額 所得割 100 分の 6.96 100 分の 6.84 

均等割 30,330 円／人 27,100 円／人 

平等割 20,520 円／世帯 19,220 円／世帯 

後期高齢者支援金

等賦課額 

所得割 100 分の 2.67 100 分の 2.60 

均等割 12,400 円／人 10,430 円／人 

平等割 8,670 円／世帯 7,860 円／世帯 

介護納付金賦課額 所得割 100 分の 2.55 100 分の 2.28 

均等割 12,880 円／人 11,300 円／人 

平等割 6,620 円／世帯 5,500 円／世帯 

(２) 基礎賦課及び後期高齢者支援金等賦課の上限額を、それぞれ政令基

準と同額に引き上げる。 

 改 正 現 行 

基礎賦課 ６６万円 ６５万円 

後期高齢者支援金等賦課 ２６万円 ２４万円 

(３) 物価上昇に伴い額面上の所得が増加した者が、減額措置の対象から

外れないようにするため、低所得者に対する保険料減額措置に係る所得

判定基準を、政令基準と同額に緩和する。 
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【５割・２割減額措置に係る所得判定基準の計算式】 

 43 万円＋10 万円×（給与所得者等の数-１）＋（下記ア又はイ×被保険者数）以下 

ア ５割減額の場合 

（現行）２９．５万円 → （改正）３０．５万円 

イ ２割減額の場合 

（現行）５４．５万円 → （改正）５６万円 

(４) その他所要の整備 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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議案第 ８ 号 
明石市消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の

一部を改正する条例制定のこと 

１ 要  旨 

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部改正に

伴い、消防団員の退職報償金の勤務年数区分に３５年以上の区分を追加し

ようとするもの。 

 

２ 内  容 

  消防団におけるシニア層の活躍を推進するため、消防団員の退職報償金

の勤務年数区分に３５年以上の区分を追加する。 

（参考：３５年以上勤務した場合の退職報償金） 

階 級 改 正 現 行 

団長 1,079,000 円 979,000 円 

副団長 1,009,000 円 909,000 円 

分団長 949,000 円 849,000 円 

副分団長 909,000 円 809,000 円 

部長及び班長 834,000 円 734,000 円 

団員 789,000 円 689,000 円 

 

３ 施行期日 

   令和７年４月１日 
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議案第 ９ 号 令和６年度明石市一般会計補正予算（第８号） 

今回の補正は、歳出で、国の補正予算に伴い、小学校のエレベーター設置

及び小中学校のトイレ改修等にかかる小中学校施設整備事業費を追加する

ほか、執行見込み等による各種経費の補正を行うとともに、歳入では、地方

交付税等を追加し、国庫支出金、市税等を減額するもの。 

また、併せて、繰越明許費の設定を行うもの。 
 
 
〔 補正額  10,559 千円    補正後  135,475,967 千円 〕 

 
 
歳 入    

市 税 △200,000 千円 法 人 市 民 税 △200,000 千円 

地 方 交 付 税 1,210,732 千円 普 通 交 付 税 1,210,732 千円 

国 庫 支 出 金 △481,385 千円 民生費国庫負担金 491,735 千円 

  教育費国庫補助金 187,460 千円 

  総務費国庫補助金 △745,689 千円 

  土木費国庫補助金等 △414,891 千円 

県 支 出 金 △167,818 千円 民 生 費 県 負 担 金 244,415 千円 

  民生費県補助金等 △412,233 千円 

寄 附 金 113,400 千円 ふるさと納税寄附金等 113,400 千円 

市 債 △47,641 千円 教 育 債 577,300 千円 

  減 収 補 て ん 債 300,000 千円 

  土 木 債 △523,400 千円 

  総 務 債 等 △401,541 千円 

そ の 他 収 入 △416,729 千円 クリーンセンター 

電 力 売 却 収 入 

△233,000 千円 

  中 小 企 業 融 資 

資 金 預 託 金 等 

△183,729 千円 
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歳 出 
   

扶 助 費 1,237,546 千円 私 立 保 育 所 等 

教育・保育給付事業費 

1,000,000 千円 

  介護給付(居宅系以外)事業費等 237,546 千円 

積 立 金 510,350 千円 庁舎建設基金積立金等 510,350 千円 

人 件 費 369,814 千円 職 員 費 等 369,814 千円 

投 資 的 経 費 △1,115,788 千円 小学校施設整備事業費 511,200 千円 

  中学校施設整備事業費 270,300 千円 

  福祉施設整備事業費 △376,815 千円 

  市役所新庁舎建設事業費 △219,000 千円 

  山手環状線街路事業費 △216,291 千円 

  西 明 石 活 性 化 

プロジェクト事業費 

△198,701 千円 

  交通安全施設整備事業費等 △886,481 千円 

物 件 費 △519,608 千円 戸 籍 事 務 事 業 費 △296,810 千円 

  電子計算処理システム 

管 理 運 営 事 業 費 

△50,600 千円 

  埋蔵文化財発掘調査事業費等 △172,198 千円 

貸 付 金 △141,000 千円 中小企業融資対策事業費等 △141,000 千円 

補 助 費 等 △125,001 千円 国県補助金精算等償還金 285,000 千円 

  水産一般振興事業費 48,890 千円 

  物価高騰生活支援 

給付金給付事業費 

△440,500 千円 

  水道事業会計繰出金等 △18,391 千円 

公 債 費 △110,000 千円 長 期 債 利 子 △110,000 千円 

そ の 他 経 費 △95,754 千円 国民健康保険事業 

特別会計繰出金等 

△95,754 千円 
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繰 越 明 許 費 4,780,300 千円 シティセールス事業 5,000 千円 

  市役所新庁舎建設事業 96,000 千円 

  物価高騰対応支援 
給 付 金 給 付 事 業 

1,276,300 千円 

  救急医療対策事業 10,000 千円 

  環境基本計画推進事業 3,000 千円 

  再資源化推進事業 4,000 千円 

  ごみ収集車両購入事業 18,000 千円 

  廃 棄 物 処 理 事 業 45,000 千円 

  土 地 改 良 事 業 10,000 千円 

  沿 岸 漁 場 整 備 ･ 
構 造 改 善 事 業 

2,000 千円 

  街 路 灯 新 設 ・ 
維 持 管 理 事 業 

16,000 千円 

  道路新設改良事業 243,000 千円 

  交通安全施設整備事業 570,000 千円 

  水路維持管理事業 26,000 千円 

  西 明 石 活 性 化 
プロジェクト事業 

184,000 千円 

  交 通 政 策 事 業 15,000 千円 

  大 久 保 駅 前 土 地
区 画 整 理 事 業 

82,000 千円 

  街 路 整 備 事 業 301,000 千円 

  公園維持管理事業 30,000 千円 

  都 市 公 園 安 全 ･ 
安 心 対 策 事 業 

44,000 千円 

  市営住宅整備事業 57,000 千円 

  消防施設整備事業 108,000 千円 

  小学校施設整備事業 985,000 千円 

  中学校施設整備事業 460,000 千円 

  幼稚園施設整備事業 72,000 千円 

  放課後児童健全育成事業 16,000 千円 

  水道事業会計繰出金 102,000 千円 
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議案第 １ ０ 号 令和６年度明石市葬祭事業特別会計補正予算（第１号） 

  今回の補正は、歳出で、葬祭事業費を追加するとともに、歳入では、葬祭事

業収入を減額する一方、一般会計繰入金を追加するもの。 

 

〔 補正額   4,000 千円    補正後   463,524 千円 〕 

 

 

歳 入 

 

葬 祭 事 業 収 入 △6,000 千円  火 葬 収 入 △2,000 千円 
     
   葬 祭 収 入 △4,000 千円 
     
     
繰 入 金 10,000 千円  一 般 会 計 繰 入 金 10,000 千円 

 

 

 

歳 出 

 

葬 祭 事 業 費 4,000 千円  あ か し 斎 場 4,000 千円 
   旅 立 ち の 丘  
   管理運営事業費  
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議案第 １ １ 号 
令和６年度明石市国民健康保険事業特別会計補正予算 

（第１号） 

  今回の補正は、歳出で、執行見込みによる各種給付費等の補正を行うととも

に、歳入では、一般会計繰入金等を減額する一方、県支出金、国民健康保険料

等を追加するもの。 

 

〔 補正額   357,900 千円    補正後   28,642,436 千円 〕 

 

歳 入 

 

国 民 健 康 保 険 料 55,177 千円  一 般 被 保 険 者 55,177 千円 
   国 民 健 康 保 険 料  
     
県 支 出 金 345,000 千円  保険給付費等交付金 345,000 千円 
   （ 普 通 交 付 金 ）  
     

財 産 収 入 900 千円  基金積立金利子 900 千円 
     
繰 入 金 △65,639 千円  一 般 会 計 繰 入 金 △65,639 千円 
     
繰 越 金 28,062 千円  前 年 度 繰 越 金 28,062 千円 
     
諸 収 入 △5,600 千円  雑 入 △5,600 千円 

 

 

歳 出 

 

総 務 費 12,000 千円  職 員 費 12,000 千円 
     
保 険 給 付 費 345,000 千円  一般被保険者療養給付費 120,000 千円 

   一般被保険者高額療養費 230,000 千円 

   出産育児一時金 △5,000 千円 
     
基 金 積 立 金 900 千円  国民健康保険事業 900 千円 
   基 金 積 立 金  
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議案第 １ ２ 号 
令和６年度明石市公共用地取得事業特別会計補正予算 

（第１号） 

   今回の補正は、歳出で、公共用地先行取得費を減額するとともに、歳入では、

市債を減額するもの。 

   また、併せて、繰越明許費の設定を行うもの。 

 

〔 補正額  △1,322,000 千円    補正後   894,606 千円 〕 

 

 

歳 入 

 

市 債 △1,322,000 千円 公 共 用 地 先 行 △1,322,000千円 

   取 得 事 業 債  

 

 

 

歳 出 

 

公共用地先行取得費 △1,322,000 千円 西 明 石 活 性 化 △1,322,000千円 

   プロジェクト用地  

   先 行 取 得 事 業 費  

 

 

 

繰 越 明 許 費 117,500 千円 山 手 環 状 線 50,000 千円 

   街 路 事 業 用 地  

   先 行 取 得 事 業  

     

   江井ヶ島松陰新田線 67,500 千円 

   道 路 事 業 用 地  

   先 行 取 得 事 業  
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議案第 １ ３ 号 
令和６年度明石市介護保険事業特別会計補正予算（第１

号） 

   今回の補正は、歳出で、執行見込みによる各種給付費の補正を行うとともに、

歳入では、繰入金を減額する一方、前年度繰越金を追加するもの。 

 

〔 補正額   0 千円    補正後   26,202,177 千円 〕 

 

 

歳 入 
 

繰 入 金 △19,549 千円  基 金 繰 入 金 △19,549 千円 

     

繰 越 金 19,549 千円  前 年 度 繰 越 金 19,549 千円 
 
 
 

歳 出 
 

保 険 給 付 費 0 千円  介護サービス等諸費 74,000 千円 

     

   介護予防サービス等諸費 △24,000 千円 

     

   特 定 入 所 者 △50,000 千円 

   介護サービス等費  
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議案第 １ ４ 号 
令和６年度明石市後期高齢者医療事業特別会計補正予算

（第１号） 

   今回の補正は、歳出で、後期高齢者医療広域連合納付金の追加等をするとと

もに、歳入では、一般会計繰入金を減額する一方、後期高齢者保険料等を追加

するもの。 

 

〔 補正額  406,640 千円    補正後   5,384,983 千円 〕 

 

歳 入 

 

後期高齢者保険料 329,678 千円  保険料現年度分 329,678 千円 

     

繰 入 金 △28,792 千円  一般会計繰入金 △28,792 千円 

     

繰 越 金 112,388 千円  前 年 度 繰 越 金 112,388 千円 

     

諸 収 入 △6,634 千円  受 託 事 業 収 入 5,366 千円 

     

   雑 入 △12,000 千円 

 

 

歳 出 

 

総 務 費 △12,000 千円  一般管理事務事業費 △12,000 千円 

     

後期高齢者医療 409,028 千円  後 期 高 齢 者 医 療 409,028 千円 

広域連合納付金   広域連合納付事業費  

     

保 健 事 業 費 8,900 千円  後 期 高 齢 者 8,900 千円 

   健 康 診 査 事 業 費  

     

諸 支 出 金 712 千円  健康診査補助金返還金 712 千円 
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議案第 １ ５ 号 令和６年度明石市水道事業会計補正予算（第２号） 

  今回の補正は、配水量の増加等に伴う業務の予定量の変更を行うとともに､

事業費用では執行見込みによる各種経費の補正を行い、事業収益では給水収益

の追加等をするもので、当年度純損失 121,749 千円を予定するもの。 

また、資本的支出では建設改良費を減額するとともに、資本的収入では企業

債を減額等するもの。 

 

事 業 収 益 
 

営 業 収 益 112,800 千円  給 水 収 益 127,000 千円 
     
   そ の 他 営 業 収 益 △14,200 千円 
     
営 業 外 収 益 △50,000 千円  他 会 計 補 助 金 △50,000 千円 

 

事 業 費 用 
 

営 業 費 用 △115,000 千円  原 水 及 び 浄 水 費 △5,000 千円 
     
   配 水 及 び 給 水 費 △14,000 千円 
     
   総 係 費 △26,000 千円 
     
   減 価 償 却 費 △70,000 千円 
     
営 業 外 費 用 △40,000 千円  支 払 利 息 △40,000 千円 

 

資 本 的 収 入 
 

企 業 債 △152,000 千円  企 業 債 △152,000 千円 
     
工 事 負 担 金 20,000 千円  工 事 負 担 金 20,000 千円 

 

資 本 的 支 出 
 

建 設 改 良 費 △228,000 千円  第４次整備事業費 △93,000 千円 
     
   老朽管整備事業費 △120,000 千円 
     
   事 務 費 △15,000 千円 
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議案第 １ ６ 号 令和６年度明石市下水道事業会計補正予算（第２号） 

今回の補正は、ポンプ場整備費の減額等に伴う業務の予定量の変更を行うと

ともに､事業費用では執行見込みによる各種経費の補正を行い、当年度純利益

606,268 千円を予定するもの。 

また、資本的支出では建設改良費等を減額するとともに、資本的収入では国

庫補助金等を減額するもの。 

 

事 業 費 用 
 

営 業 費 用 △249,390 千円  管 渠 費 2,200 千円 
     

   ポ ン プ 場 費 △40,000 千円 
     

   処 理 場 費 △195,400 千円 
     

   水 洗 普 及 費 △8,090 千円 

     

   業 務 費 △12,900 千円 
     

   総 係 費 4,800 千円 

 

 

資 本 的 収 入 
 

国 庫 補 助 金 △196,300 千円  国 庫 補 助 金 △196,300 千円 
     

貸 付 金 返 還 金 △500 千円  貸 付 金 返 還 金 △500 千円 

 

 

資 本 的 支 出 
 

建 設 改 良 費 △195,500 千円  管 渠 整 備 費 500 千円 
     

   ポンプ場整備費 △196,300 千円 
     

   処 理 場 整 備 費 300 千円 
     

投 資 △2,800 千円  投 資 △2,800 千円 
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議案第 １ ７ 号 物品取得について追認のこと 

１ 要  旨 

小学校教師用指導書を取得したことについて、追認を得るため、地方自

治法第９６条第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定により提案するもの。 

 

 ２ 取得した物品の表示 
 

名  称 数 量 備   考 

小学校教師用

指導書 
７４１セット 小学校デジタル教科書・指導書セット 

 

３ 取得価格  金 ４３，９９８，６８０円 

 

４ 相 手 方  明石市西明石北町３丁目７番６号 

有限会社学友書房 

代表取締役 長 谷 坂 大 祐 

 

 ５ 契 約 日  令和６年１月１５日 
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議案第 １ ８ 号 
明石市立市民会館、明石市立西部市民会館及び明石市立

中崎公会堂に係る指定管理者の指定のこと 

１ 要  旨 

明石市立市民会館、明石市立西部市民会館及び明石市立中崎公会堂の管

理を行わせる指定管理者を指定することについて、地方自治法第２４４条

の２第６項の規定により議会の議決を求めるもの。 

 

２ 指定管理者に管理を行わせる施設 

 (１) 明石市立市民会館 

     明石市中崎１丁目３番１号 

(２) 明石市立西部市民会館 

     明石市魚住町中尾７０２番地の３ 

(３) 明石市立中崎公会堂 

     明石市相生町１丁目９番１６号 

 

３ 指定管理者となる団体 

  共立・協栄ビル管理共同事業体 

   代表者 東京都渋谷区代々木５丁目４０番１３号 

    株式会社 共立 

     代表取締役 大 田 芳 男 

 

４ 指定期間 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 
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議案第 １ ９ 号 包括外部監査契約のこと 

１ 要  旨 

令和７年度包括外部監査契約を締結することについて、地方自治法第２

５２条の３６第１項の規定により、議会の議決を求めるもの。 

 

２ 内  容 

 (１) 契約の目的 

令和７年度包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する

報告を受けること。 

(２) 契約の始期 

令和７年４月１日 

(３) 契 約 金 額 

１２,０００,０００円を上限とする額 

(４) 相 手 方 

 ア 住 所  神戸市 

 イ 氏 名  本 村  勲 

 ウ 資 格  公認会計士 

(５) 支 払 方 法 

業務完了後、請求を受けた日から３０日以内に支払う。 
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議案第 ２ ０ 号 市道路線認定のこと 

１ 要  旨 

開発行為により引継ぎを受けた道路を市道路線として認定しようとする

もの。 

 

２ 内  容 

 (１) 今回認定する路線 

  ア 路線数 ３０路線 

  イ 延 長 ２，２９６メートル 

   ウ 面 積 １４，７６４平方メートル 

(２) 認定後の路線 

   ア 路線数 ３，２９２路線 

   イ 延 長 ６５２，４３５メートル 

   ウ 面 積 ４，７００，５７０平方メートル 
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議案第２１号 ～ 議案第３４号  省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－25－ 

報 告 第 １ 号 

～  

報 告 第 ２ 号 

訴えの提起専決処分につき報告のこと 

１ 請求の要旨 

(１) 報告第１号について 

     市営住宅の家賃を長期間滞納する相手方に対し、住宅の明渡し並びに

滞納家賃、遅延損害金及び明渡し済みまでの間の損害賠償金の支払いを

求めるもの。 

(２) 報告第２号について 

     市営住宅の家賃及び駐車場使用料を長期間滞納する相手方に対し、住

宅及び駐車場の明渡し並びに滞納家賃、滞納駐車場使用料、遅延損害金

及び明渡し済みまでの間の損害賠償金の支払いを求めるもの。 

 

 ２ 訴えの相手方等 

報告 

番号 
相手方 明渡し住宅等 

滞納家賃等

（円） 
専決処分日 

第１号 
明石市在住の個人 市営大見住宅

の一室 

１７８，６００ 令和６年 

１２月１０日 

第２号 

明石市在住の個人 市営東二見宮

北住宅の一室

及び駐車場 

家賃 

６２，７００ 

駐車場使用料 

１３，７００ 

令和７年 

１月３０日 
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報 告 第 ３ 号 

～  

報 告 第 ４ 号 

損害賠償額決定専決処分につき報告のこと 

 

報告番号 要  旨 内  容 

第３号 

損壊事故の損害賠償

額の決定について、地

方自治法第１８０条

第１項の規定により、

令和７年１月１６日

専決処分したので、報

告するもの。 

(１) 損害賠償額  金 ３３４，４５０円 

(２) 相 手 方  明石市在住の個人 

(３) 事故の内容  令和６年１１月２７日明石

市藤江１１００番地の１地先に設置した本市所

有の電線引込柱が、腐食により劣化して相手方

所有の乗用車の上に転倒し、損害を与えたもの。 

第４号 

損壊事故の損害賠償

額の決定について、地

方自治法第１８０条

第１項の規定により、

令和７年１月３０日

専決処分したので、報

告するもの。 

(１) 損害賠償額  金 ２０５，９３１円 

(２) 相 手 方  明石市在住の個人 

(３) 事故の内容  令和６年１１月２８日明石

市二見町西二見１０３３番地の１に設置した本

市所有の照明柱が、腐食により劣化して相手方

所有の乗用車の上に転倒し、損害を与えたもの。 


